
6 知的資産創造／2014年6月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ　本研究の目的
Ⅱ　先行研究
Ⅲ　仮説設定
Ⅳ　研究方法

C O N T E N T S

Ⅴ　仮説の確認
Ⅵ　考察
Ⅶ　結論と限界

淀川高喜

1	 変化が激しい競争環境の中で、企業が、改善だけによる変革の限界や計画的変革の困難
さ、既存システムの硬直性を打破して、競争優位を獲得できるように価値連鎖の変革を
進めるには、「変革の駆動力になるもの」が必要である。

2	 ITを活用した価値連鎖の変革を実行するうえで参照すべき、国際的なITマネジメント
のフレームワーク「COBIT」の最新版であるCOBIT5が、2012年に公開された。
COBIT5は、事業価値を生むIT活用を可能とするもの（イネーブラー：Enabler）とし
て、「情報システム」と、価値観、組織、人材、プロセスといった「人間系システム」
（人間にかかわる仕組みの意味）を挙げた。これらは、事業価値を生むIT活用のための
イネーブラーであると同時に、変革のためのイネーブラーにもなりうる。

3	 本研究では、COBIT5のイネーブラーを変革のためのイネーブラーに拡張して、ITを活
用した変革による効果創出に関する次のモデルを構成する。「変革の効果は、創発的変
革と計画的変革の実行によって生み出され、効果を生む創発的変革と計画的変革のイネ
ーブラーは、人間系システムと情報システムである。事業戦略は、人間系システムの整
備と情報システムの整備を促すことによって、変革の実行に間接的に影響を与える」

4	 さらに、競争環境の違いや企業にとってITが果たす役割の違いに応じて、企業の変革
行動に対してこのモデルをどのように適用できるかを確認し、競争環境のいかんにかか
わらず、ITを競争優位につながるコア技術と考えて、情報システムだけでなく人間系
システムも整備して変革に取り組めば、効果が生み出せることを示す。

要　約

人間力とITによる変革の駆動
変革のイネーブラーとしての人間系システムと情報システム

特集  業務統合と企業変革をITで推進する
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Ⅰ 本研究の目的

これまで日本企業は、改善を絶えず繰り返
す現場の「創発的変革力が強み」である一方
で、大胆な活動をグローバルに展開する世界
の企業に比べて、事業戦略に基づく「計画的
変革の実行力が弱み」であると言われてき
た。しかし、競争環境が激変する中では、こ
のいずれの変革にも限界があるように思われ
る。既存事業の枠の中で改善を繰り返すだけ
では、競争力の抜本的な強化を速やかに実現
できないのではないか。また、将来を見通し
て戦略を策定し、それに基づいて計画的に変
革を実行すること自体が、変化する環境のも
とでは困難になってきているのではないか。

それに加えて多くの企業では、情報システ
ムが事業を行ううえでなくてはならない事業
基盤の一つになっており、蓄積された膨大な
既存システムを事業の変革に合わせて改変し
なければならないことも、変革を難しくして
いる一因である。

変化が激しい競争環境の中で、改善だけに
よる変革の限界や計画的変革の困難さ、そし
て既存システムの硬直性を打破して、競争優
位を獲得できるように価値連鎖の変革を進め
るには、企業にとって「変革の駆動力になる
もの」が必要なのではないか。これが本研究
における問題意識である。

ITを活用した価値連鎖の変革を実行する
うえで参照すべき国際的フレームワークとし
て、「COBIT5」がある。ISACA（米国情報
システムコントロール協会）が策定した
COBITは、事業価値を生み出すIT活用のた
めのITマネジメントのフレームワークである。

その最新版であるCOBIT5は、ITに軸足を

置いているものの、ITに閉じた視点でITマ
ネジメントを捉えるのではなく、企業の事業
価値創出全体のマネジメントの一環としてIT
をマネジメントすることを目的に、前の版か
ら大きく改訂され、2012年に公開された。

COBIT5の柱となる考え方は、以下のとお
りである文献1。

● IT活用の目的は、企業の利害関係者に
とっての利益を実現し、リスクを最適化
し、リソース配分を最適化して、価値を
生み出すことである

● そのために、企業としてのビジネスの目
標（事業戦略）を定め、その実現のため
のITに関連した目標（IT戦略）を定め、
さらにその実現のためのイネーブラー

（実現を可能にするもの）の目標を定める
● イネーブラーには、①原則・ポリシー・

フレームワーク、②（ITマネジメント
の）プロセス、 ③組織構造、④カルチャ
ー・倫理観・行動原理、⑤情報、⑥IT
サービス・ITインフラ・アプリケーシ
ョン、⑦人材・スキル・コンピテンシー
がある

COBIT5のこのようなイネーブラーの中
で、 ⑥ITサービス・ITインフラ・アプリケ
ーションは「情報システム」に関するものだ
が、それ以外はすべて「人間系システム」

（人間にかかわる仕組みの意味）に関するも
のである。そしてこれらは、事業価値を生む
IT活用のためのイネーブラーであると同時
に、ITを活用した変革を駆動する力となる
もの、すなわち「変革のためのイネーブラ
ー」にもなりうると考えられる。

こうしたことから本研究のテーマを次のよ
うに設定する。
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「変化が激しい競争環境のもとで企業の価値
連鎖を変革するために、COBIT5が提示して
いる『IT活用のためのイネーブラー』を、

『変革のためのイネーブラー』としてどのよ
うに利用することができるか」

COBIT5では、事業戦略を策定し、それと
整合したIT戦略を明確にして人間系システ
ムと情報システム（IT）を整備し、そのう
えで変革を計画的に実行するという基本的な
考え方が示されている。しかし、環境変化を
事前に正確に見通して戦略や計画を立てるこ
とが困難な状況にある企業も多いのではない
か。このため当初の計画を、変革の途上で、
試行錯誤によって柔軟に変更する計画的かつ
創発的変革に対応できるように、COBIT5に
おける「事業戦略」「イネーブラー」「変革」
の関係を見直す必要がある。

また、COBIT5が提示している人間系シス
テムと情報システム（IT）を、変革のため
のイネーブラーにふさわしい内容に拡張する
必要もある。このためには、人間系システム
を構成する組織、人材、カルチャー、変革プ
ロセス等とIT活用に関する先行研究の成果
を活用するべきである。

さらに、人間系システムと情報システム
（IT）が、計画的変革や創発的変革の実行に
対してどのように影響するかという過程を明
らかにして、変革のイネーブラーとしての活
用方法を示す必要がある。

本研究の目的は、変革に関する先行研究か
ら、「COBIT5のイネーブラーを変革のため
のイネーブラーに拡張し、ITを活用した変
革による効果創出のためのモデルを構成でき
る」ことを示し、このモデルによって、企業
の実際の変革行動が事業の特性に応じてどの

ように説明できるかを確認することである。

Ⅱ 先行研究

1	 変革の枠組みに関する先行研究
（1）	 変革の定義

大月は、変革という組織の行動を環境への
適応と関係づけて、次のように定義してい
る文献2。
「組織は成功体験を組織内に埋め込むため、
行動をルーティン化し、慣性力を形成する。
環境が変化すると、それまでの成功体験が通
用しなくなるが、いったん構築したルーティ
ンや勢いがついた慣性力の方向転換は容易に
できない。組織の慣性力の修正を含む環境適
応のことを変革という。変革は、特定化した
環境を前提に変革を行う計画的変革と、変化
する環境の中で変革を行う創発的変革に分け
られる」

（2）	 価値連鎖（バリューチェーン）の変革

Porter文献3は、価値連鎖（バリューチェー
ン）を次のように定義している。「価値連鎖
とは、製品やサービスを顧客に提供するため
の企業活動において、調達・開発・製造・販
売・サービスといった業務プロセスが、一連
の流れの中で順次、価値とコストを付加・蓄
積していき、この連鎖的活動によって顧客に
向けた最終的な『価値』が生み出されること
である」

企業が事業価値を創出するには、価値連鎖
を、競争優位が生まれるようにつくり直す必
要がある。本研究では、価値連鎖の変革を変
革の対象別と種類別に次のように分類する。

● 変革の対象
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価値連鎖の変革には、価値連鎖のアウトプ
ットである「製品・サービスの変革」、価値
連鎖を構成する「業務プロセスの変革」、価
値連鎖の構造そのものである「ビジネスモデ
ルの変革」がある。

● 変革の種類
上述の製品・サービス、業務プロセス、ビ

ジネスモデルのいずれについても、「改善」
「再設計」「創造」の３種類の変革がある。

① 「改善」：
	 既存の機能や実現方法を基本的には変え

ずに、環境変化への適応を漸進的に行う
変革

② 「再設計」：
	 既存の機能や実現方法を抜本的に見直

し、断続的に再設計を行う変革
③ 「創造」：
	 これまでにない新たな機能を、新たな方

法で実現する変革

（3）	 変革の効果の指標

多くの先行研究において、変革による事業
価値の創出の総合的な指標として、Kaplan
＆Norton 文献4 が 提 唱 し た BSC（Balanced 
Scorecard）が用いられている。BSCは、「社
員の学習と成長」の視点での成果が「業務」
の視点での成果を引き出し、「業務」の視点
が「顧客」、「顧客」の視点が「財務」へと、
それぞれ４つの視点の成果が順序を持って関
係していくことを想定している。

本研究でも、BSCの４つの視点をもとに変
革の効果創出を考える。４つの視点のうち、

「社員の学習と成長」は、組織や人材といっ
た人間系システムの整備の実現目標となる指
標であり、「業務」は、価値連鎖の変革の実

現目標となる指標である。そして、人間系シ
ステムの整備が価値連鎖の変革を可能にし、
価値連鎖の変革が、結果的に「顧客」と「財
務」の指標の向上につながる。したがって、
本研究では変革の最終的な成果である「顧
客」の指標と「財務」の指標で、変革の効果
を捉える。

（4）	 変革の方法に関する２つの理論

BeerとNohriaは、変革に関する論文集の
巻頭で、変革の目的、リーダーシップ、方法
などについての研究者と実務家の間での論議
を、中立の立場から「Ｅ理論」および「Ｏ理
論」の２つに大別して整理している文献5。

Ｅ理論は、「Economic Value（経済的価
値）」を最重視する変革論であり、株主価値
の最大化を目的に、CEO（最高経営責任者）
のトップダウンによるリーダーシップのもと、
Structure（組織構造）とSystem（組織運営
システム）の設計に焦点を置いて、計画的変
革を実行する。

一方Ｏ理論は、「Organizational Capability
（組織能力）」を最重視する変革論であり、組
織能力の開発を目的として、経営トップのチ
ームと従業員の参画によって、Culture（組
織文化）の醸成に焦点を置いて創発的変革を
実行する。

それぞれの理論には利点も欠点もある。計
画的変革は、断続的な再設計や創造のための
方法であり、創発的変革は、継続的な改善を
進めるための方法である。したがって、両方
の良いところを組み合わせて、Ｅ理論による
計画的変革とＯ理論による創発的変革を同時
並行的に実行するのが良いというのがBeer
らの結論である。
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（5）	 変革の７つのマネジメント要素

Beerは、変革を進めるうえで焦点となる
要素として、前述のように、Ｅ理論では
Structure（組織構造）とSystem（組織運営
システム）を、Ｏ理論ではCulture（組織文
化）を挙げている。これらの要素は、Peters
が優良企業を成功に導くマネジメントに挙げ
た７つの要素（7S）に由来している。

Petersは、企業が成功するには、共有され
た価値観（Shared Value）を中心に据えて、
戦略（Strategy）、組織構造（Structure）、
システム（System）、スキル（Skill）、スタ
ッフ（Staff）、スタイル（Style）という組織
の７つの要素を調和させてマネジする必要が
あるとした文献6。

Petersは、優良企業であるための要素は、
米 国 企 業 が 従 来 重 視 し て き たStrategy、
Structure、Systemというハードの3Sに加え
て、Staff、Skill、Styleというソフトの3Sと、
価値観という人的な側面のマネジメントであ
ると主張している。そして、優良企業が持つ
特質として、「分析よりも行動の重視」「自主
性と企業家精神の尊重」「人を通じた生産性
の向上」「価値観に基づく実践などの人間重
視の経営」を挙げた。Peters自身はＥ理論や
Ｏ理論という用語は用いていないが、従来Ｅ
理論に偏りがちだった米国企業のマネジメン
トに対して、Ｏ理論の重要性を強調したもの
と解釈できる。

Beerは、この7Sが変革の実行においても
重要なマネジメントの要素であると考え、Ｅ
理論によるトップダウンの計画的変革ではハ
ードの3Sが、Ｏ理論による従業員参画型の
創発的変革ではソフトの3Sと価値観（これ
らを合わせてCultureと表現している）が、

それぞれ特に焦点となるとしている。そし
て、計画的変革と創発的変革を同時に実行す
るには、ハードとソフト両面の施策を駆使し
て組織を設計し、組織文化を変革することが
必要になる。

（6）	 成功する変革のための「８ステップ」

では、計画的かつ創発的変革はどのように
実行すればよいだろうか。その一つの答え
は、Kotterの成功する変革のための８ステッ
プに求めることができる文献7。

８ステップは以下のとおりである。
①危機意識を高める
②変革推進チームを築く
③ビジョンと戦略を生み出す
④ビジョンを周知徹底する
⑤従業員の自発を促す
⑥短期的成果を実現する
⑦さらなる変革を推進する（多数の変革の

同時進行）
⑧組織文化に定着させる
Kotterは、企業全体にわたるような大がか

りな変革を成功させるには、この８つのステ
ップを着実に踏んでいく必要があるとしてい
る。目指すべきビジョンと実現に向けた戦略
を初めに明確に示し、それを組織内で共有し
たうえで、変革プログラムを実行していくと
いうステップは、基本的には計画的変革の立
場に立つものである。

しかし同時に、経営者による変革推進チー
ムの編成、ビジョンの共有、従業員の巻き込
みと自発性の尊重など、Ｏ理論による創発的
変革の要素も随所に取り入れており、変革実
行の最終段階を組織文化への定着とする点で
も、Ｏ理論の利点を重視している。一方、危
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機意識を高め、短期的成果の実現を重視し
て、変革が腰折れしないようにする点では、
Ｅ理論の利点も取り入れている。

このように、Kotterの８ステップは、計画
的かつ創発的変革の具体的な実行手順を示し
たものと言える。

2	 変革のイネーブラー（変革を
	 可能にするもの）の抽出
（1）	「Petersの７S」と「COBIT5の	
	 イネーブラー」の対応関係

計画的かつ創発的な変革を成功させるに
は、８つのステップからなる変革の実行手順

（プロセス）を踏むことと、７つのマネジメ
ント（7S）の要素を組み合わせて実施する
必要がある。このような変革を成功させる要
素を、「イネーブラー（Enabler）」と呼ぶ。

PetersやKotterはイネーブラーという用語
を用いていない。イネーブラーという概念を
明確に打ち出しているフレームワークとして
は、前述のCOBIT5が挙げられる。COBIT5
は、ITを活用した変革による事業価値創出
のためのマネジメントを意識して策定されて
いるため、Petersの7SとCOBIT5のイネーブ
ラーはほぼ対応させることができる（表１）。
具体的には、

● 7Sの「共有された価値観」を表現する
方法の一つが、COBIT5の「原則・ポリ
シー・フレームワーク」である

● 「スタイル」には、「カルチャー・倫理
観・行動原理」が相当する。これを本研
究では「組織文化」と呼び、上述の「共
有された価値観」とひとくくりにして

「価値観」のイネーブラーとして扱う
● 「組織構造」は両者で共通する

● 「システム」には、「情報」「ITサービ
ス・ITインフラ・アプリケーション」「プ
ロセス」が相当する。本研究ではこの

「システム」を、「組織運営システム」
「情報」「IT（のシステム）」「（変革を実
行する）プロセス」の４つのイネーブラ
ーに分けて考える。そして、「組織構
造」「組織運営システム」「情報」をひと
くくりにして「組織」のイネーブラーと
する。また、「プロセス」と「IT」はそ
れぞれ独立したイネーブラーとして扱う

● 「スタッフ」と「スキル」には、「人材・
スキル・コンピテンシー」が相当する。
本研究では、これを「（変革を推進す
る）人材」のイネーブラーとする

● 「戦略」は、変革のイネーブラーではな
く、変革の達成目標として変革と整合す
べきものである

（2）	 変革のマネジメントのフレームワーク	
	 は未整備

このようにCOBIT5は、ITを活用した変革
を可能にするイネーブラーの概念を示してい

表1　変革のイネーブラーの対応関係

Petersの7S COBIT5のイネーブラー 変革のイネーブラー
（本研究における）

共有された価値観
（Shared Value）

原則・ポリシー・フレー
ムワーク

価値観（価値観と組織
文化）

スタイル（Style） カルチャー・倫理観・
行動原理

組織構造（Structure） 組織構造 組織（組織構造と組織
運営システム・情報）システム（System） 情報

プロセス プロセス（変革を実行
する）

ITサービス・ITインフラ・
アプリケーション

IT

スタッフ（Staff）
スキル（Skill）

人材・スキル・コンピ
テンシー

人材（変革を推進する）

戦略（Strategy） ─ （変革と整合化）

注）COBIT5：ISACA（米国情報システムコントロール協会）が策定した事業価値を生
み出すIT活用のための、ITマネジメントフレームワーク
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る点で有用であるが、変革のマネジメントの
フレームワークとして用いるには、現時点で
は不十分な点がある。

COBIT5では、IT運営の全体マネジメント
プロセスである「APO（整合化・計画・組
織化）」、ITのプログラム・プロジェクトマ
ネジメント・プロセスである「BAI（構築・
調達・導入）」、ITサービスの提供プロセス
である「DSS（デリバリー・サービス・サポ
ート）」といった、ITのマネジメントに関す
る標準的プロセスを定義している。

そして、COBIT5が規定するプログラム・
プロジェクトマネジメントは、ITに関する
ものではあるが、変革のプログラムやプロジ
ェクトにも拡張して適用できる可能性があ
る。しかし現時点では、これらは変革のマネ
ジメントのプロセスにはなっていない。

COBIT5では、BAIの中にITプロジェクト
のマネジメントの一部分として「組織の変革
実現性の管理」が定義され、Kotterの８ステ
ップをサブプロセスとして取り込んだ形にな
っている。しかし、本来は、変革を実行する
プログラムの一部分として、それに必要な情
報システムの構築・調達・導入が行われると
考えるほうが自然であり、COBIT5のBAIプ
ロセスとサブプロセスとしての８ステップの
関係は、あくまでITを提供する立場から見
たものにとどまっている。

また、COBIT5では、「プロセス」と「情
報」は詳細に定義されているが、それ以外の
イネーブラーについての具体的な記述はない。
COBIT5も含めて、変革のマネジメントプロ
セスや変革のイネーブラーを明確に定義して
いるフレームワークは、まだ整備されていな
いと言えよう。

3	 変革のイネーブラーの具体化
変革のイネーブラーとして「価値観」「組

織」「人材」「プロセス」「IT」があるという
整理をしたが、関連する先行研究によってそ
れぞれの内容を補完する。

（1）	 価値観

Petersのように「価値観」や「組織文化」
をマネジメントの対象とする考え方だけが、
これまでの研究の主流ではない。解釈主義的
組織文化論では、「組織文化は成員の認識と
独立に存在する客観的な実在物ではなく、成
員間の相互作用を通じて社会的に構成された
間主観的な意味世界である。したがって、組
織文化はマネジできない」文献8と主張する。

しかし、解釈主義的組織文化論に立ちなが
らも、「経営者が、言語やシンボリズム、儀
礼・儀式といったシンボルを操作して成員の
意味解釈過程や意味構成過程に影響を与え、
価値観や信念、パラダイムといった意味の体
系が成員に共有されるようにする」ことは可
能という考え方もある文献9。本研究では、「組
織文化」について解釈主義的な立場に共感す
るものの、それでも経営者は組織成員の意味
体系の構成過程に働きかけて、「組織文化」
を成員とともに変えることができると考え
る。その際に用いられるシンボルの一形態
が、「原則」や「ビジョン」といった明示さ
れた言語による表現である。それに加えて、
経営者の言動や環境づくりも、「組織文化」
を変えるためのシンボルとして機能する。

（2）	 組織

変革のイネーブラーとして組織が持つべき
特性を示したものに「組織IQ」がある。組
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織IQは、ベンチャー企業の企業価値評価を
目的としてMendelson & Ziegler文献10によっ
て考案され、その後、ベンチャー企業のみな
らず、事業変化の速い産業を中心にさまざま
な企業で、組織IQと企業業績との間に正の
相関があることが実証された。
「外部の情報を認識し、内部で知識を発信し
合い、効率的な意思決定ができるようにし、
組織の焦点を明確にし、継続的革新を促す」
という組織IQに示された５つの組織原則は、
環境変化に対して素早く的確に価値連鎖を適
応させ続けるための組織の共通の能力と考え
られる。企業は、「組織構造」や「組織運営
システム」を適切に設計して、組織IQに示
されている組織の変革実行能力を、価値連鎖
の変革に向けて向上させる必要がある。

（3）	 人材

本研究で取り上げる変革に必要な人材と
は、「ITを活用して変革を実行できる能力や
スキルを持つ者」と、一般的に規定できる。
COBIT5は英国のIT人材スキル標準を参照モ
デルに挙げているが、本研究では、IPA（情
報処理推進機構）文献11のUISS（情報システ
ムユーザースキル標準）をもとに、ITを活
用した変革に必要な人材を定義する。

UISSは、ITユーザー企業にとって必要な
IT人材を次のように分類している。なお、
UISSの人材定義では、情報システムのこと
を「IS」と表現している。

● ビジネスストラテジスト、ISストラテジ
スト

● プログラムマネージャー、プロジェクト
マネージャー、ISアナリスト

● アプリケーションデザイナー、システム

デザイナー、ISオペレーション
● ISアドミニストレーター
● ISアーキテクト
本研究ではこのうち、ビジネスストラテジ

ストとISストラテジストを「ストラテジス
ト」としてくくる。これは、事業戦略発の
IT戦略とIT発の事業戦略は相互補完的であ
るためで、この２つの人材の境界をあえて明
確に分けずに、業際的な戦略立案人材を想定
すべきと考えるからである。

プログラムマネージャーは、ITを活用し
た業務変革を牽引する人材として「ビジネス
リーダー」と呼ぶ。プロジェクトマネージャ
ーは、情報システムの構築プロジェクトを牽
引する人材として、同じく「プロジェクトマ
ネージャー」と呼ぶ。情報システムは、何ら
かの変革プログラムの一部分として構築され
るケースが多く、変革全体をリードするビジ
ネスリーダーと情報システムの構築に責任を
持つプロジェクトマネージャーの連携が不可
欠である。なお、変革を牽引するのはマネー
ジャーではなく、変革の方向を示し参加者を
それに向けて鼓舞するリーダーでなければな
らないと考え、あえてビジネスリーダーと呼
ぶ。

ISアナリストは、ITを活用した業務変革
を企画・立案する人材として「アナリスト」
と呼ぶ。ISアーキテクトは、自社のITにと
って最適なアーキテクチャーを選別し設計で
きる人材として「アーキテクト」と呼ぶ。

以上の人材を、ITを活用した変革の企画・
計画・推進にかかわるIT上流人材と考える。

（4）	 プロセス

計画的変革における実行プロセスの一例が
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Kotterの８ステップである。創発的変革にお
いても、問題定義、測定、分析、改善、コン
トロールからなるシックスシグマ文献12の
DMAICサイクルのようなプロセスが重視さ
れる。

COBIT5では、IT運営の全体マネジメント
プロセスであるAPO、変革プログラムとそ
れに対応したITプロジェクトのマネジメン
トプロセスであるBAIといった、ITのマネジ
メントの標準的プロセスを定義している。こ
れらを変革のためのマネジメントプロセスに
拡張して活用することができる。

（5）	 IT（情報システム）

①事業戦略とITの整合性
ITについては、事業戦略に基づいてそれを支

援するIT活用方針を策定するという、「戦略主導
型」のIT戦略が唱えられてきた。このIT戦略
の 代 表 は、HendersonとVenkatraman文献13

が唱えた「ビジネスとITの整合化モデル」
である。

このモデルでは、事業戦略、IT戦略、組
織インフラ、情報システムインフラの４つの
領域を、適合させ統合してマネジメントする
ことが重要であるとする。これは事業戦略が
主導し、組織の変革とIT活用はそれに従う
という考え方である。IT戦略は、その後い
くつかの批判を経て発展してきた。

②ITの戦略性否定論
批判の一つは、ITにはもはや競争優位を

生むような戦略性はない、というCarr文献14

の主張である。これは、「ITはすでに誰もが
利用できるインフラとなり、生産要素の一種
でしかなくなっている」という考え方であ

る。したがって、企業は、新たなITを積極
的に導入しても競争優位にはつながらないの
で、コスト効率化（Efficient）につながる範
囲内で必要最低限の投資をして、単純で標準
的なITのみを持てばよいと主張した。

③ITの戦略性重視論
一方、これと反対の立場から、ITをもっ

と重視すべきであるという戦略主導型のIT
戦略への批判もある。これは、「ITは事業戦
略の実現をオペレーショナルに支援するだけ
でなく、ビジネスそのものの形成と一体化し
ている。ITを駆動力にして、環境変化に対
応できる競争優位を築くべきである」という
考え方である文献15。

環境変化に対応できる競争優位にITが役
立つ一つの方法は、ITを使って創発的変革
のための試行錯誤を高速化、低コスト化、多
頻度化して、時間がかかりすぎるという創発
的変革の弱点を補強することである文献16。
ITが企業の能力を向上させ（Competent）、
創発的変革を加速するのである。

また、ITによって環境変化への企業の対
応をより柔軟にする（Flexible）こともあ
る。これは、業務機能や情報システムをモジ
ュールに分割し、互いに独立した自律的なモ
ジュールの組み合わせで全体を構成すること
によって実現される。こうしたモジュール化
によって、将来のデザインの追加や変更に対
する適応をしやすくする文献17。

このように、ITは変革を加速するイネー
ブラーであると考えられる文献18。ITは、製
品・サービスを構成する一要素としてその中
に組み込まれている。企業の中の大半の業務
プロセスは情報システムによって実行され
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る。企業の内外の組織間の価値連鎖は、IT
ネットワークによって連結されており、ビジ
ネスモデルを構成するうえでITは欠かせな
い土台となっている。

ただし、ITは財務的効果を直接的に生む
ものではないという主張もある。Brynjolfsson
他文献19は、IT投資だけで経済的リターン（財
務的効果）が得られるわけではないが、ITの
効果を引き出す能力や取り組みなど無形の資
産（人間系システムに相当）へ投資すること
により、企業価値が高められることを示した。

④ITが果たす役割は企業により異なる
このように、ITの戦略性についてさまざ

まな主張がなされている。しかし、事業戦略
や変革にITがどのように影響を与えるかは、
企業ごとに異なるはずである。

McFarlan文献20は、ITによって企業は競争
上どれだけ差がつけられるかという軸と、仕
事や業務がどの程度ITに依存するかという
軸から、企業にとってITが果たす役割を４
つに分類した。この考え方をもとにして、本
研究では、「ITが競争優位につながるコア技
術であるか」「ITが基幹設備の一つである
か」という問いかけによって、企業を４タイ
プに分けて考える。

1ITがコア技術かつ基幹設備である企業
では、ITは「戦略的」な役割を果たす

2ITがコア技術かつ非基幹設備である企
業では、ITは事業や業務の「変革手段」
として用いられる

3ITが非コア技術かつ基幹設備である企
業では、ITはアウトプットをつくり出
す「工場」の役割を持つ

4ITが非コア技術かつ非基幹設備である

企業では、ITは管理や業務遂行を「支
援」する道具である

1の「戦略的」や、2「変革手段」の企業
には、「IT戦略〜変革〜事業戦略」の「IT駆
動型」が適合するが、3の「工場」の企業に
とっては、「事業戦略〜変革〜IT戦略」の

「戦略主導型」がなじみやすいだろう。そし
て、4の「支援」の企業においてITは、事
業戦略や変革にとって重要ではないと考えら
れる。

（6）	 事業戦略

①戦略に関する２つの考え方
「戦略」は、「組織のミッションおよび目標
に沿って成果を達成するためのトップマネジ
メントによるプラン」文献21の意味で用いら
れる。この定義で事業戦略は、経営者が策定
し、社員を成員とする組織が実行する方針、
あるいは計画であることが前提になってい
る。経営者が策定した事業戦略を実現できる
ように、組織や人材を計画的に整え、組織が
価値連鎖を計画的に変革する。

一方、事業戦略は組織によって創発的に生
み出されるという主張もある。「事業戦略の
形成は単に戦略策定者に意図されたものでは
なく、行為の中から創発的に生み出されてく
る側面もあり、その観点から事業戦略は『一
連の行為のパターン』である」文献22という
考え方である。組織や人材が創発的・継続的
に行う変革の中から、パターンとして戦略が
生成される。

②持続可能な競争優位を前提とした計画的
事業戦略

計画的事業戦略の代表は、Porterの「ポジ
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ショニング」の考え方文献23である。これは、
外的状況である市場構造や業界構造に基づい
て事業戦略を決める方法である。そのため
に、新規参入者の脅威、売り手の交渉力、買
い手の交渉力、代替品の脅威、競争業者間の
敵対関係という５つの競争要因を評価する。
そして、業界における競争の構造に基づい
て、持続可能な競争優位を獲得できるよう
に、「コストリーダーシップ」「差別化」「集
中」のポジショニングのいずれかを選択す
る。

● コストリーダーシップ：
	 自社の属する業界で、同業者よりも低コ

ストの地位を占めようとするものであ
る。この戦略は、経験の累積、大規模な
生産設備への投資、規模の経済性の追
求、総体的なオペレーティングコストの
低減などによって実現される。

● 差別化：
	 ユニークな製品やサービスを開発し、ブ

ランド・顧客ロイヤルティを獲得しよう
とするものである。企業は、他社よりも
品質やパフォーマンスが高いか、あるい
は著しくユニークな特徴を持っているこ
とによって、価格の高さを正当化するこ
とができる。

● 集中：
	 狭く絞られた市場セグメントを扱おうと

するものである。企業は、特定の顧客グ
ループ、製品ライン、あるいは特定の地
域市場に集中できる。

③自社の資源に基づく創発的事業戦略
一方、創発的事業戦略の代表はBarneyの

資源ベースの考え方文献24である。これは、

自社の強みとする内的資源に基づいて、効果
的な事業戦略を決める方法である。企業の資
源には、物理的なもの、人的なもの、組織的
なものが含まれ、企業文化によってこれらを
一つにまとめ上げることで、自社の強みを活
かした事業戦略が形成される。それに当た
り、自社資源が競争優位になるかどうかを、

「Value：経済的価値があるか」「Rarity：希
少性があるか」「Inimitability：まねしにくい
か」「Organization：組織が整っているか」
──という４点から評価する。これを４つの
頭文字をとって「VRIO」と呼ぶ。

④持続的競争優位への批判
計画的事業戦略に対して、D'Aveniは、「ハ

イパーコンペティション」という概念を唱え
て批判している文献25。「競争環境が急速に変
化する状況においては、もはや持続可能な競
争優位などありえず、一時的な競争優位の繰
り返しによって事業戦略を継続的に見直して
いく能力が必要である」という主張である。
これは、変化する環境には、創発的事業戦略
と変革でしか適応できないとするものであ
る。

⑤事業環境による「計画」と「創発」の使
い分け

「計画」と「創発」の対立は、事業環境が持
続可能な競争優位を許すものか否かという認
識の違いによるものである。しかし、この状
況は企業によって異なるはずである。本研究
では、企業が行う事業のライフサイクルの違
いが、事業戦略の見直しや変革に影響を与え
ると考える。

企業の提供する製品・サービスには、「導
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入」「成長」「成熟」「衰退」からなるライフ
サイクルが見られる文献26。このライフサイ
クルは、単体の製品・サービスだけでなく、
製品・サービスの集合体である事業でも同様
に考えられる。ただし、事業と単体の製品・
サービスとの違いを反映させて本研究では、
事業のライフサイクルには以下のような変更
を加える。

● 「導入」を「起業」に置き換える
● 「成熟」を３つの段階に分解する。
　「成熟」を迎えた事業は、Porterの３つ

のポジショニングのいずれを選択するか
によって進む段階が異なる。①業界の中
で企業がそれぞれの分野に「集中」して
共存し「成熟」段階を維持する場合、
②「コストリーダーシップ」を獲得する
ために社内外の事業機能を「統合」する
場合、③自社の得意分野に特化し、「差
別化」を実現して「分化」していく場合
──である

● 「衰退」は、そこからの再生に向けた
「模索」の段階と考える

以上のように、事業を「起業」してから
「成長」を遂げ「成熟」を迎えていくつかの
選択を迫られ、存続の危機を「模索」によっ
て耐え忍んで「再生」に至るという、循環構
造のライフサイクルを想定する。

こうしたライフサイクルの中で、「成熟」
や「模索」段階の企業は、業種内の競争環境
が比較的安定していて、いったん策定した計
画的事業戦略を維持していくことができる
が、「起業」「成長」「統合」「分化」の段階の
企業は、激しい環境変化に適応するために、
計画的事業戦略の見直しに伴う断続的な変革

や、創発的変革を反映した計画的事業戦略の
変更も必要になると考えられる。

⑥事業戦略を見直す視点
事業戦略を立てるに当たっては、企業の外

的状況の評価と内的状況の評価をもとに戦略
の選択肢を決定するのが一般的である文献27。
外的状況には顧客と競争の分析があり、内的
状況には自社の強み弱みの分析がある。こう
して決定した戦略を実行する方針として、企
業はマーケティングミックスを決定する文献26。

本研究では、ⓐ市場と顧客（Customer）、 
ⓑ業界と競合（Competitor）、ⓒ自社の強み

（Company）、 ⓓマーケティングミックス──
を、企業に変革を迫る事業戦略の見直しの４
つの軸と考える。

Ⅲ 仮説設定

変化が激しい環境のもとで価値連鎖を変え
るには、計画的かつ創発的変革を進め、実行
途上で計画の見直しが繰り返されることを想
定するべきである。また今日では、事業の変
革と同時に情報システムを改変しなければな
らない企業が多くなっている。

こうした変革を実行するためにも先行研究
が役立つ。

● 価値連鎖を変革することによって、財務
的効果や顧客の評価で表現される変革の
効果が生み出される

● 変革の方法には、計画的変革と創発的変
革がある。創発的変革は価値連鎖の継続
的な改善のための方法であり、計画的変
革は価値連鎖の再設計や創造のための方
法である
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● それぞれは相互補完的であり、変化の激
しい環境下では計画的かつ創発的な変革
が求められる

● Kotterの変革の８ステップは、計画的か
つ創発的変革を成功させる実行手順の一
つである

● Petersのマネジメントの７つの要素（7S）
は、計画的かつ創発的変革のためのイネ
ーブラーでもある

● COBIT5は、価値を生むIT活用のための
イネーブラーを提示している

● Petersの7SとCOBIT5のイネーブラーを
相互に対応させて、ITを活用した価値
連鎖の変革のためのイネーブラーを抽出
することができる

● 価値連鎖の変革を可能にするイネーブラ
ーは、人間系システムと情報システム

（IT）である。人間系システムは、価値
観、組織、人材、（変革実行の）プロセ
スから構成される。事業戦略はイネーブ
ラーではなく、変革によって実現すべき
目標を示すものである

先行研究をもとに、ITを活用した変革に
よる効果創出のモデルに関して仮定を設ける。

● 仮定１：
	 価値連鎖の計画的変革と創発的変革を実

行することによって、顧客評価の向上や
財務的効果で表現される変革の効果が生
み出される

● 仮定２：
	 人間系システム（価値観、組織、人材、

プロセス）と情報システム（IT）は、
価値連鎖の変革による効果創出を可能に
するイネーブラーである

● 仮定３：
	 情報システム（IT）は、人間系システ

ムの整備に役立つことによって、変革の
実行に間接的につながる

● 仮定４：
	 事業戦略は、人間系システムの整備と情

報システム（IT）の整備を促すことによ
って、変革の実行に間接的に影響を与え
る

以上の仮定をまとめると、ITを活用した
変革による価値創出のモデルができ上がる。
「変革の効果は、創発的変革と計画的変革の
実行によって生み出され、効果を生む創発的
変革と計画的変革のイネーブラーは、人間系
システムと情報システムである。事業戦略
は、人間系システムの整備と情報システムの
整備を促すことによって、変革の実行に間接
的に影響を与える」

そして、ITを活用した変革による効果創
出のモデルを構成する各要素の関係には、事
業のライフサイクルとITの役割によって違い
があると考えて、さらに以下の仮定を設ける。

● 仮定５：
	 企業における事業戦略の見直し、価値連

鎖の変革、人間系システムの整備、情報
システム（IT）の整備と、結果として
の効果の創出度合いは、自社の事業のラ
イフサイクルによって異なる

● 仮定６：
	 企業における事業戦略の見直し、価値連

鎖の変革、人間系システムの整備、情報
システム（IT）の整備と、結果として
の効果の創出度合いは、ITの役割に対
する認識の違いによって異なる
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これらの仮定をもとにした、企業の事業特
性に応じた人間系システムと情報システムに
よる変革の駆動に関する仮説は次のとおりで
ある。

● 仮説：
	 競争環境の変化が激しい「起業」「成

長」「統合」「分化」の段階においても、
持続可能な競争環境にある「成熟」「模
索」の段階においても、ITを競争優位
につながるコア技術と考える企業は、そ
うでない企業と比べて、人間系システム
と情報システムの整備を進め、それらを
イネーブラーとして価値連鎖の変革によ
る効果を創出している

Ⅳ 研究方法

1	「実態調査」の方法
野村総合研究所（NRI）は2013年12月、日

本企業の変革とIT活用に関する「ユーザー
企業のIT活用実態調査」（以下、「実態調
査」）を実施した。日本の売上高上位企業約
3000社の情報システム担当役員や情報システ
ム部門長に調査票を郵送し、そのうち599社
から回答を得た（回答率約20％）。回答企業
は、ほぼ全業種をカバーしており、日本の大
手企業を代表するサンプルと考えることがで
きる。

仮説を検討するために、「実態調査」では、
企業が行っている主要な事業について事業戦
略の見直し、変革の実行、人間系システムの
整備、変革のためのIT活用（情報システム
の整備の意）、変革の効果創出に関して、そ
れぞれ複数の質問項目を用意した。そして、
各質問項目の実施度合いや創出度合いについ

て、「肯定」５点、「ある程度肯定」４点、
「どちらともいえない」３点、「どちらかとい
えば否定」２点、「否定」１点──という５
段階の選択肢を設けた。それらの質問項目を
集約して、分析のための変数を作成した。

2	 分析する変数の定義
（1） 	事業戦略見直し度合い

「実態調査」では、①市場と顧客（Customer）、 
②業界と競合（Competitor）、 ③自社の強み

（Company）、 ④マーケティングミックス──
という、４つの事業戦略について、各々見直
しの実施度合いを聞いた。そして、この４つ
の平均値を取って、「事業戦略見直し度合
い」という変数とした。

（2） 	変革の実行度合い

価値連鎖の変革には、「製品・サービスの
変革」「業務プロセスの変革」「ビジネスモデ
ルの変革」の３つの対象がある。また、これ
ら３つの対象のいずれについても、「改善」

「再設計」「創造」の３種類の変革がある。
「実態調査」では、変革の３つの対象と３つ
の種類を組み合わせて、９つの変革の実行度
合いを聞いた。それらの実行度合いの値を見
ると、３つの「改善」（相関係数0.47以上）、
３つの「再設計」（相関係数0.56以上）、３つ
の「創造」（相関係数0.62以上）は、それぞ
れ実行度合いの相関が高い。また、「再設
計」と「創造」も相関が高い（相関係数0.43
以上）。そこで、３つの「再設計」と３つの

「創造」の実行度合いを合わせ、平均値を取
って「計画的変革実行度合い」とし、また、
３つの「改善」の平均値を取って「創発的変
革実行度合い」という変数とした。
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（3） 	人間系システム整備度合い

「実態調査」では、「価値観」「組織」「人材」
「プロセス」に関するマネジメントの実施度
合いを聞いた。そして、その４つの平均値を
取って、「人間系システム整備度合い」とい
う変数とした。

（4） 	変革のためのIT活用度合い

「実態調査」では、変革のためのIT活用に
ついて以下の３つを聞いた。そしてその３つ
の平均値を取って「変革のためのIT活用度
合い」という変数とした。

①製品・サービスの変革へのIT活用
②業務プロセスの変革へのIT活用
③ビジネスモデルの変革へのIT活用

（5） 	変革の効果創出度合い

「実態調査」では、変革の効果についてBSC
の結果指標である「顧客の評価」と「財務的
効果」を挙げ、それぞれ効果創出度合いを聞
いた。この２つを、効果を見るための変数と
した。

3	 仮定の確認
（1）	 ITを活用した変革による効果創出	
	 モデルの確認

財務的効果と顧客の評価を従属変数とし、
事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度合
い、計画的変革実行度合い、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合いを
独立変数として、ステップワイズ法で回帰分
析を行った。

● 財務的効果＝
創発的変革実行度合い×0.549＋
計画的変革実行度合い×0.265＋

変革のためのIT活用度合い×0.128＋
人間系システム整備度合い×0.111＋
0.226

（R2＝0.391）
● 顧客の評価＝

創発的変革実行度合い×0.426＋
計画的変革実行度合い×0.265＋
変革のためのIT活用度合い×0.248＋
人間系システム整備度合い×0.103＋
0.130

（R2＝0.439）
財務的効果、顧客の評価のいずれについて

も、創発的変革実行度合いが大きく影響し、
計画的変革実行度合いも影響する。加えて、
人間系システム整備度合いや変革のためのIT
活用度合いも影響がある。事業戦略見直し度
合いは、いずれの効果にも直接影響を与えな
い。これによって、「仮定１」は支持された。

次に、創発的変革実行度合いと計画的変革
実行度合いを従属変数とし、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
事業戦略見直し度合いを独立変数として、ス
テップワイズ法で回帰分析を行った。

● 創発的変革実行度合い＝
人間系システム整備度合い×0.225＋
変革のためのIT活用度合い×0.155＋
事業戦略見直し度合い×0.171＋1.561

（R2＝0.233）
● 計画的変革実行度合い＝

人間系システム整備度合い×0.300＋
変革のためのIT活用度合い×0.277＋
事業戦略見直し度合い×0.097＋0.450

（R2＝0.288）
創発的変革実行度合いにも計画的変革実行

度合いにも、人間系システムの整備が影響す
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る。変革のためのIT活用度合いも影響があ
るが、創発的変革に対してはやや影響が小さ
い。事業戦略の見直しも変革の実行にある程
度影響がある。これによって、「仮定２」は
支持された。

さらに、人間系システム整備度合いを従属
変数として、変革のためのIT活用度合い、
事業戦略見直し度合いを独立変数として、ス
テップワイズ法で回帰分析を行った。

● 人間系システム整備度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.359＋
変革のためのIT活用度合い×0.242＋
1.344（R2＝0.258）

変革のためのIT活用度合いは、事業戦略
見直し度合いとともに、人間系システム整備
度合いに影響がある。以上によって、「仮定
３」は支持された。

また、人間系システム整備度合いと変革の
ためのIT活用度合いを従属変数として、事
業戦略見直し度合いを独立変数として回帰分
析を行った。

● 人間系システム整備度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.445＋
1.821（R2＝0.189）

● 変革のためのIT活用度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.426＋1.710

（R2＝0.130）
事業戦略見直し度合いは、人間系システム

の整備や変革のためのIT活用度合いに影響
があり、それを通じて創発的変革や計画的変
革の実行に影響を与えるが、説明力はあまり
高くない。これによって「仮定４」はある程
度支持された。

以上の分析により、ITを活用した変革に
よる効果創出に関するモデルの全体構造が確

認された。

（2）	 事業のライフサイクルによる変革内容	
	 の違いの確認

「実態調査」では、自社事業（複数の事業が
ある場合はそのうちの主要な事業）のライフ
サイクルがどの段階にあるかを聞いた。

回答が得られた企業のうち、「起業段階」
が４社、「成長段階」が41社、「成熟段階」が
259社、「統合段階」が88社、「分化段階」が
129社、「模索段階」が69社であった。

事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度
合い、計画的変革実行度合い、人間系システ
ム整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果──のライフサイク
ルの段階ごとの値を比較した（次ページの
図１）。その結果、人間系システムの整備度
合いと変革のためのIT活用度合い以外のす
べての変数について、ライフサイクルの段階
の間で、５％水準で有意差があることが分散
分析によって確認された。そして各変数につ
いて、「成長段階」「統合段階」「分化段階」
＞「成熟段階」「模索段階」──というライ
フサイクルの段階の間の関係が見られた。他
のグループと比べて起業段階の社数は少ない
が、起業した時点で事業戦略や価値連鎖の構
造を構築したばかりなので、事業戦略の見直
し、再設計のような計画的変革の実行、変革
のためのIT活用度合いが低いという特徴が
ある。これによって「仮定５」は支持された。

（3）	 ITの役割による変革内容の違いの確認

「実態調査」では、自社におけるITが果た
す役割について、「ITはコア技術でありかつ
基幹設備である」と答えた企業が202社あ
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分類ごとに値を比較した（図２）。その結
果、すべての変数について、ITの役割の分
類の間で、５％水準で有意差があることが、
分散分析によって確認された。そして各変数
について、「コア・基幹」「コア・非基幹」＞

「非コア・基幹」「非コア・非基幹」──とい
うITの役割の間での関係が見られた。これ
によって「仮定６」は支持された。

（4）	「競争駆動」変革と「IT駆動」変革の	
	 軸の設定

仮定の確認の結果から、事業のライフサイ
クルは、競争環境の変化が事業戦略の見直し
や変革の実行を迫る度合いを示す「競争駆
動」変革軸になっており、ITが果たす役割
の分類は、ITを駆動力にした変革実行の度
合いを示す「IT駆動」変革軸になっている
ことがわかる。

事業のライフサイクルを「競争駆動」変革
軸として使うに当たって、さらに２つに集約
する。「起業段階」「成長段階」「統合段階」

「分化段階」にある企業は、変化が激しい競
争環境のもとで事業戦略を見直し、それと整
合した計画的変革および創発的変革を併せて
実行する時期である。それに比べて、「成熟
段階」と「模索段階」にある企業は、持続可

る。これを「コア・基幹」と呼ぶ。一方「IT
はコア技術であるが基幹設備ではない」と答
えた企業が119社あり、これを「コア・非基
幹」と呼ぶ。また「ITはコア技術ではない
が基幹設備である」と答えた企業が227社あ
る。これを「非コア・基幹」と呼ぶ。さらに

「ITはコア技術ではないし基幹設備でもな
い」と答えた企業は45社あり、これを「非コ
ア・非基幹」と呼ぶ。

事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度
合い、計画的変革実行度合い、人間系システ
ム整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果──のITの役割の

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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図1　事業のライフサイクルによる変革内容の違い

事業のライフサイクル 事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

起業段階 2.813 3.833 2.583 3.438 3.000 4.000 3.500 

成長段階 3.596 3.693 2.815 3.594 3.447 3.600 3.450 

成熟段階 3.547 3.382 2.637 3.397 3.206 3.167 3.120 

統合段階 3.712 3.539 2.766 3.452 3.260 3.296 3.370 

分化段階 3.813 3.568 2.922 3.527 3.373 3.353 3.273 

模索段階 3.523 3.328 2.608 3.265 3.082 2.984 2.940 

分散分析の有意確率 0.001 0.009 0.032 0.154 0.165 0.005 0.024 
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能な競争優位が維持される環境のもとで、事
業戦略はそれほど見直さずに創発的変革を継
続する時期である。

また、ITが果たす役割の分類を「IT駆動」
変革軸として使うに当たって、ITが競争優
位につながるコア技術と考えるか否かで２つ
に集約する。

そして２つの軸を掛け合わせて企業を、
「起業・成長・統合・分化×コア技術」159社、
「起業・成長・統合・分化×非コア技術」102
社、「成熟・模索×コア技術」158社、「成熟・
模索×非コア技術」168社──の４つのグル
ープに分類した。

Ⅴ 仮説の確認

1	 グループ間の変革内容の違い
前章で分類した４つのグループごとに、事

業戦略見直し度合い、創発的変革実行度合
い、計画的変革実行度合い、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果の変数についてそれ
ぞれ平均値を取り、グループ間の違いを分析
した（次ページの図３）。

すべての変数について、４つのグループの
間で、５％水準で有意差があることが確認さ
れた。そして、各変数については、「起業・

成長・統合・分化×コア技術」＞「起業・成
長・統合・分化×非コア技術、および成熟・
模索×コア技術」＞「成熟・模索×非コア技
術」──というグループ間の関係がある。こ
れによって、競争環境とITの役割によって、
変革の実行内容、人間系システムと情報シス
テムの整備度合い、変革の効果創出度合いに
違いがあることが確認された。

2	 グループ間のITを活用した
	 変革モデルの違い

前章で分類した４つのグループについて、
さらに人間系システムと情報システムの変革
のイネーブラーとしての影響の違いを確認す

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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図2　ITの役割による変革内容の違い

自社にとっての
ITの役割

事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

コア・基幹 3.780 3.582 2.841 3.496 3.668 3.396 3.332 

コア・非基幹 3.597 3.427 2.808 3.516 3.174 3.255 3.223 

非コア・基幹 3.575 3.377 2.625 3.377 3.030 3.109 3.101 

非コア・非基幹 3.238 3.377 2.396 3.185 2.468 3.077 2.927 

分散分析の有意確率 0.000 0.016 0.002 0.032 0.000 0.009 0.026 
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るために、以下の組み合わせでステップワイ
ズ法による回帰分析を行った。

● 財務的効果と顧客の評価を従属変数と
し、事業戦略見直し度合い、計画的変革
実行度合い、創発的変革実行度合い、人
間系システム整備度合い、変革のための
IT活用度合いを独立変数とする

● 計画的変革実行度合いと創発的変革実行
度合いを従属変数とし、事業戦略見直し
度合い、人間系システム整備度合い、変
革のためのIT活用度合いを独立変数と
する

● 人間系システムを従属変数とし、事業戦
略見直し度合い、変革のためのIT活用
度合いを独立変数とする

● 変革のためのIT活用度合いを従属変数
とし、事業戦略見直し度合いを独立変数
とする

結果は以下のとおりである。文章中では、
係数値によって、0.45以上を「極めて大きく
影響する」（図４〜７では太線）、0.35以上
0.45未満を「大きく影響する」（中太線）、
0.25以上0.35未満を「影響する」（中太線）、
0.25未満を「影響がある」（細線）と表現す
る。また、調整済みR2が0.2未満の場合、「説
明力が低い」（破線）と表現する。

また、説明は変数間の影響が小さいグルー
プから順に始めて、グループによって影響が
どのように大きくなっていくかがわかるよう
に記述する。

（1）	 成熟・模索×非コア技術のグループ
● 創発的変革は財務的効果に極めて大きく

影響し、顧客の評価に大きく影響する
● 計画的変革は顧客の評価に影響があるだ

けでほとんど効果につながらない
● 人間系システムは創発的変革に大きく影

響し、計画的変革にも影響する
● 情報システム（変革へのIT活用）は計

画的変革に影響がある
● 情報システムは、財務的効果と顧客の評

価に直接影響し、人間系システムにも大

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月

事
業
戦
略
見
直
し

創
発
型
変
革

計
画
型
変
革 

人
間
系

シ
ス
テ
ム
整
備

変
革
へ
の
I
T
活
用

顧
客
の
評
価

財
務
的
効
果

2.4

2.6

2.8

3.0

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

成熟・模索×非コア

起業・成長・統合・分化×コア

起業・成長・統合・分化×非コア

成熟・模索×コア

図3　事業のライフサイクルとITの役割による変革内容の違い

事業のライフサイクル
×自社にとってのITの役割

事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

起業・成長・統合・分化×コア 3.814 3.635 2.944 3.576 3.508 3.466 3.393 

起業・成長・統合・分化×非コア 3.592 3.477 2.681 3.413 3.064 3.228 3.258 

成熟・模索×コア 3.608 3.415 2.696 3.427 3.477 3.215 3.188 

成熟・模索×非コア 3.482 3.326 2.535 3.299 2.874 3.029 2.952 

分散分析の有意確率 0.001 0.001 0.000 0.012 0.000 0.000 0.001 
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きく影響する
● 事業戦略は、人間系システムに影響し、

情報システムにも影響があるが説明力が
低い

このグループでは、「事業戦略見直し、情
報システム整備〜人間系システム整備〜創発
的変革〜財務的効果」が主な効果創出過程で
ある。情報システムは、人間系システムの整

備に影響するだけで、変革には直接つながら
ない（図４）。

（2）	 成熟・模索×コア技術のグループ
● 創発的変革は財務的効果に極めて大き

く、顧客の評価に大きく影響する
● 計画的変革は財務的効果に影響があり、

顧客の評価に大きく影響する

図4　成熟・模索×非コア技術のグループにおける効果創出過程

事業戦略
●　市場と顧客
●　業界と競合
●　自社の強み
●　マーケティング
　ミックス

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

創発的変革

計画的変革
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極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する

影響がある

影響があるも説明力低い

図5　成熟・模索×コア技術のグループにおける効果創出過程

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用
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顧客の評価

創発的変革事業戦略
●　市場と顧客
●　業界と競合
●　自社の強み
●　マーケティング
　ミックス

極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する
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影響があるも説明力低い
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● 人間系システムは創発的変革に影響し、
計画的変革に大きく影響する

● 情報システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも影響する

● 情報システムは、財務的効果と顧客の評
価に直接影響がある

● 事業戦略は、人間系システムに大きく影
響し、情報システムにも影響するが説明
力が低い

このグループでは、「（1）成熟・模索×非コ
ア技術のグループ」に比べて、創発的変革に
よる財務的効果創出に加えて、「事業戦略見
直し〜人間系システム整備、情報システム整
備〜計画的変革〜顧客の評価」という効果創
出過程が働く。情報システムは、計画的変革
につながり、創発的変革にも影響を与える

（前ページの図５）。

（3）	 起業・成長・統合・分化×非コア技術	
	 のグループ

● 創発的変革は財務的効果と顧客の評価に
極めて大きく影響する

● 計画的変革は財務的効果に大きく影響
し、顧客の評価にも影響する

● 人間系システムは創発的変革に影響がある
● 人間系システムと情報システムは計画的

変革に影響があるが、説明力が低い
● 人間系システムは顧客の評価にも直接影

響がある
● 情報システムは、人間系システムに影響

がある
● 事業戦略は人間系システムに大きく影響

し、創発的変革にも影響がある
このグループでは、「（1）成熟・模索×非コ

ア技術のグループ」に比べて、創発的変革に

よる財務的効果創出だけでなく顧客の評価の
向上が大きい。さらに、「事業戦略見直し〜
人間系システム整備、情報システム整備〜計
画的変革〜財務的効果」という価値創出過程
が働くが、このつながりは説明力がやや低
い。情報システムは「（1）」と同様に、人間
系システムの整備に影響するだけであり、変
革へのつながりは弱い（図６）。

（4）	 起業・成長・統合・分化×コア技術の	
	 グループ

● 創発的変革は財務的効果と顧客の評価に
極めて大きく影響する

● 計画的変革は財務的効果に大きく影響
し、顧客の評価にも影響がある

● 人間系システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも大きく影響する

● 情報システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも大きく影響する

● 人間系システムは財務的効果に直接影響
する

● 情報システムは顧客の評価に直接大きく
影響する

● 情報システムは、人間系システムに影響
する

● 事業戦略は、人間系システムに影響があ
り、創発的変革にも影響がある

このグループでは、創発的変革による財務
的効果と顧客評価の向上が強く働く。加え
て、「事業戦略見直し〜人間系システム整
備、情報システム整備〜計画的変革〜財務的
効果」という価値創出過程が強く働く。さら
に情報システムは、人間系システムの整備に
も影響し、顧客の価値にも直接大きく影響す
る点が特徴である（図７）。
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以上のように、このグループは、「（3）起
業・成長・統合・分化×非コア技術のグルー
プ」よりも、人間系システムの整備と情報シ
ステムの整備が効果を生む変革の実行に大き
く影響する。同様に「（2）成熟・模索×コア
技術のグループ」は、「（1）成熟・模索×非コ
ア技術のグループ」よりも、人間系システム
の整備と情報システムの整備が、効果を生む

変革の実行に大きく影響することが確認で
き、「仮説」は支持された。

Ⅵ 考察

1	「競争駆動」と「IT駆動」による
	 変革

変革の内容や効果の違いは、「競争駆動」

図6　起業・成長・統合・分化×非コア技術のグループにおける効果創出過程
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●　マーケティング
　ミックス

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

財務的効果
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計画的変革

極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する

影響がある

影響があるも説明力低い

図7　起業・成長・統合・分化×コア技術のグループにおける効果創出過程
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●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

財務的効果

顧客の評価

創発的変革

計画的変革

極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する

影響がある
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変革軸と「IT駆動」変革軸によって生じる。
競争環境の変化が緩やかな「成熟」「模索」
段階では、創発的変革による財務的効果の創
出が主体であるが、競争環境の変化が激しい

「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、創
発的変革に加えて計画的変革による財務的効
果も創出される（ 「（1）成熟・模索×非コア
技術のグループ」と「（3）起業・成長・統合・
分化×非コア技術のグループ」の比較による）。

また、同じ競争環境下であっても、ITを
コア技術と考えて変革に取り組む企業では、
人間系システムの整備と情報システムの整備
が進むことによって、それまで別物であった
創発的変革と計画的変革が、一体的な計画的
かつ創発的変革へと強化される（「（1）成熟・
模索×非コア技術のグループ」と「（2）成熟・
模索×コア技術のグループ」、「（3）起業・成
長・統合・分化×非コア技術のグループ」と

「（4）起業・成長・統合・分化×コア技術のグ

ループ」の比較による）。
ITをコア技術と考える企業において、人

間系システムと情報システムが変革のイネー
ブラーとしてどのように進化するかを、先行
研究の内容から考察する。

2	 イネーブラーとしての
	 情報システム（IT）の進化

情報システム（IT）のイネーブラーとし
ての進化については、「成熟」「模索」段階で
は、ITを効率化（Efficient）の道具から試行
錯誤の手段に変えることにより、改善のため
のDMAICサイクルを高速かつ多頻度にイテ
レーション（繰り返し）し組織の基礎能力を
高める（Competent）。そして、部分的な改
善から企業全体に影響を及ぼす創発的かつ計
画的変革へと加速するのである。
「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、
計画的変革を実行するうえで必要な情報シス

表2　事業のライフサイクルとITの役割によるイネーブラーの進化

成熟・模索 起業・成長・統合・分化
ITは非コア技術 ITはコア技術 ITは非コア技術 ITはコア技術

変革内容 創発的変革による 創発的変革による 創発的変革による財務的 創発的変革による財務的
　財務的効果が主体 　財務的効果大きい 　効果と顧客の評価大きい 　効果と顧客の評価大きい

計画的変革による 計画的変革による 計画的変革による
　顧客の評価 　財務的効果 　財務的効果

イネーブラー
価値観 暗黙的 暗黙的 明示的 明示的

価値・行動の原則や共通の意
味体系

挑戦と革新を重視する社風 変革目標と全体計画 ビジョン

3.11 3.24 3.12 3.41 
人材 全員参加 自選 組織的任命と育成 登用と組織的育成

普通の社員の活性化 起業チャンピオン 変革マネージャー 変革リーダー
3.36 3.40 3.49 3.58 

組織 既存組織の学習 自然発生的組織 変革プロジェクト主体 組織全体の変革能力
現場主体の改善活動 自発的創造チーム  

3.35 3.46 3.53 3.64 
プロセス DMAIC

（問題定義・測定・分析・改
善・コントロールのサイク
ル）

イテレーション
（高速・多頻度の繰り返し）

厳格なプログラムと
プロジェクトマネジメント
相互依存システムの同時並
行変革

変革の8ステップ
自律的モジュールのアーキ
テクチャーによる統合

3.38 3.58 3.44 3.65 
情報システム
（IT）

Efficient Competent Flexible VRIO
（効率性） （基礎能力） （柔軟性） （独自の強み）

2.87 3.48 3.06 3.51 

注）数字はそれぞれの実施度合いの平均値。値が大きいほど、実施度合いが高いことを示す
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テムの改変を遅滞なく進められるように情報
システムのモジュール化を図って柔軟性を高
め（Flexible）、さらに、イテレーションに
よる俊敏性向上の効果も取り入れて、ITを
自社の強み（VRIO）として活かす。そし
て、硬直的であった計画的変革の計画を実行
途上で機動的に見直すことができる計画的か
つ創発的変革へと加速させるのである。

3	 イネーブラーとしての
	 人間系システムの進化

このように、ITは主に「プロセス」のイ
ネーブラーとともに、変革の実行に効果的に
働く。それに加えて、その他の人間系システ
ムの整備も同時に行われている。「価値観」

「組織」「人材」「プロセス」という人間系シ
ステムのイネーブラーについて、４つのグル
ープ間の実施度合いの平均値を取ってみる
と、「成熟」「模索」段階でも「起業」「成
長」「統合」「分化」段階でも、非コアよりも
コアのグループのほうが、すべてのイネーブ
ラーについて実施度合いが高い。人間系シス
テムとITとが相まって、イネーブラーとし
て働き、計画的かつ創発的変革の実行に寄与
していることが確認できる。
「成熟」「模索」段階では、挑戦と革新を重
視する価値観を共有し、創造活動を自発的に
行うチームが社内に続々と自然発生するよう
に仕向け、自ら手を挙げて創発的行動に取り
組む起業チャンピオンを生み出す。これによ
って、従来の現場主導の改善活動をより創造
的変革にレベルアップするのである。ITに
よるイテレーションは、創造的活動を行う組
織や人材にとって強力な武器となる。
「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、

変革のビジョンを明示的に共有して、変革の
当初の計画から変更されても、常に立ち返っ
て判断できる「価値観」の柱をつくる。計画
に基づく統制ではなく、ビジョンに基づく協
働である。

また、組織全体の変革実行能力を高めるよ
うな、組織構造と組織運営システムを用意す
る。これは、変革プロジェクトに任命された
特定の人材だけで変革を進めるのではなく、
組織全体が変革に積極的にかかわるようにす
るためである。組織の平常の変革能力と変革
意識を高めるために、変革の情報共有、変革
実行の権限委譲、挑戦を奨励する評価システ
ムなどを導入する。さらに、変革の鍵を握る

「人材」として、平常時のマネージャーに代
わって、社員の中から変革のリーダーを登用
して育成し活躍させる。

変革の「プロセス」は、硬直的なプロジェ
クトマネジメントではなく、Kotterの８ステ
ップのような柔軟なものとし、変革実行途上
での創発的な軌道修正を可能とする。変革の
リーダーがそれぞれ受け持っている変革を、
創発的変革の利点を活かして現場主体で自律
的・自己完結的に進めても、変革全体の緩や
かな統合が維持できるようにする。それは自
律的モジュールから構成されたITを活用し
た柔軟性の高いアーキテクチャーによって可
能になる（表２）。

Ⅶ 結論と限界

本研究の目的は、変革に関する先行研究に
よってCOBIT5のイネーブラーを変革のため
のイネーブラーに拡張して、ITを活用した
変革による効果創出のためのモデルを構成で
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きることを示し、企業の実際の変革行動を、
事業の特性に応じてこのモデルでどのように
説明できるかを確認することであった。

本研究が構成したITを活用した変革によ
る効果創出のモデルは次のとおりである。
「変革の効果は、創発的変革と計画的変革の
実行によって生み出され、効果を生む創発的
変革と計画的変革のイネーブラーは、人間系
システムと情報システムである。事業戦略
は、人間系システムの整備と情報システムの
整備を促すことによって、変革の実行に間接
的に影響を与える」

そして本研究では、事業の特性に応じた企
業の変革行動に対するモデルの適用方法の違
いに関して、以下の仮説が成立することを確
認した。
「競争環境の変化が激しい『起業』『成長』

『統合』『分化』の段階においても、持続可能
な競争環境にある『成熟』『模索』の段階に
おいても、ITを競争優位につながるコア技
術と考える企業は、そうでない企業と比べ
て、人間系システムと情報システムの整備を
進め、それらをイネーブラーとして価値連鎖
の変革による効果を創出している」

すなわち、競争環境のいかんにかかわら
ず、ITを競争優位につながるコア技術と考
えて、情報システムだけでなく人間系システ
ムも整備して変革に取り組めば、効果が生み
出せるということである。

変革の先行研究によってCOBIT5のイネー
ブラーを補強し、価値連鎖の変革のためのイ
ネーブラーとして再定義し、効果創出、変革
実行、イネーブラーの間の関係をモデル化
し、さらに、企業の競争環境とITの果たす
役割によるモデルの適用方法の違いを明らか

にしたことは、企業が自社事業の特性に応じ
た変革の実行方針を組み立てるうえで役立
つ。これが、本研究の実践的な貢献である。
また、ITマネジメントのフレームワークに
とどまっていたCOBIT5を、ITを活用した変
革の方法に拡張できることを示したことが、
本研究の理論的な貢献である。

ただし、本研究の結論の有効性について
は、いくつか限界がある。

まず、変革による財務的効果と顧客の評価
の向上について、本研究では、「実態調査」
の回答者の主観的評価を指標に用いている。
このうち顧客の評価は、すべての企業につい
て外部から利用できる客観的なデータが存在
しないので主観的な評価によらざるをえない
が、財務的効果は、今後の研究では売上高の
成長性や営業利益率の改善といった財務デー
タを用いて評価すべきである。また顧客の評
価についても、回答者が情報システム部門の
責任者であるために、評価が偏ってしまう可
能性がある。主観的な評価を聞くとしても、
今後の研究では回答者を経営者自身にするべ
きである。

また、事業戦略の見直し、変革のイネーブ
ラーの整備、変革の完遂、変革の効果の創出
の間には、それぞれ時間差があると考えられ
るが、本研究では、これらの要素について、
同じ時点の状態をアンケートで捉えて、その
間の関係を分析している。このため、各要素
間の因果関係が明確に示されたわけではな
い。たとえば、事業戦略がイネーブラーの整
備や変革の実行を引き起こすのか、イネーブ
ラーの整備や変革の実行が結果として事業戦
略の見直しに反映するのか、いずれの解釈も
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可能である。
これらの分析方法の不十分さを改良するに

は、特定の企業について、モデルを構成する
各要素を時間を追って追跡し、時間差を考慮
した関係の分析をする必要があろう。

本研究は、変化の激しい競争環境の中で、
改善だけの変革の限界、計画的変革の困難
さ、既存システムの硬直性を打破して、効果
を生む計画的かつ創発的変革を実行するため
に、人間系システムと情報システムが駆動力
になることを示した。今後、事例研究をさら
に積み重ねて、企業の変革実行に適用できる
方法を具体化していきたい。

参 考

ライフサイクル×ITの役割別回帰分析の詳細データ
付表1　成熟・模索×非コア技術グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.399 0.817 
計画的変革 0.224 
人間系システム
変革のためのIT活用 0.313 0.326 
事業戦略見直し
定数項 0.208 0.696 
R 2 0.426 0.455 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.375 0.312 
変革のためのIT活用 0.248 
事業戦略見直し
定数項 2.084 0.819 
R 2 0.178 0.245 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.371 
事業戦略見直し 0.294 
定数項 1.184 
R 2 0.337 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.452 
定数項 1.324 
R 2 0.187 

付表2　成熟・模索×コア技術グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.349 0.500 
計画的変革 0.379 0.223 
人間系システム
変革のためのIT活用 0.237 0.203 
事業戦略見直し
定数項 0.167 0.149 
R 2 0.391 0.376 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.314 0.389 
変革のためのIT活用 0.249 0.333 
事業戦略見直し
定数項 1.459 0.202 
R 2 0.169 0.247 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用
事業戦略見直し 0.478 
定数項 1.719 
R 2 0.172 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.410 
定数項 2.001 
R 2 0.100 

付表3　起業・成長・統合・分化×非コア技術
　　　  グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.536 0.585
計画的変革 0.288 0.376
人間系システム 0.222 
変革のためのIT活用
事業戦略見直し
定数項 0.140 0.190 
R 2 0.406 0.317 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.241 0.258 
変革のためのIT活用 0.198 
事業戦略見直し 0.198 
定数項 1.949 1.195 
R 2 0.214 0.188 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.204 
事業戦略見直し 0.409 
定数項 1.330 
R 2 0.243 
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従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.306 
定数項 1.944 
R 2 0.087 

付表4　起業・成長・統合・分化×コア技術
　　　 グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.491 0.450 
計画的変革 0.232 0.319 
人間系システム 0.260 
変革のためのIT活用 0.405 
事業戦略見直し
定数項 0.463 0.111 
R 2 0.422 0.308 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.188 0.349 
変革のためのIT活用 0.181 0.341 
事業戦略見直し 0.155 
定数項 1.730 0.491 
R 2 0.231 0.292 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.310 
事業戦略見直し 0.203 
定数項 1.398 
R 2 0.206 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.297 
定数項 2.368 
R 2 0.067 
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